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-新潟県中越沖地震を踏まえた知見の拡充に向けた取り組みについて-
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知見の拡充へ向けた取り組み

地域の皆さまからいただいているご疑問・ご懸念などについ

ては、引き続き調査・検討を行い、知見の拡充に努めていく。

具体的な検討項目は以下の４点

（１）発電所敷地周辺の地形の形成過程に関する検討

（２）建屋の変動に関する検討※

（３）長岡平野西縁断層帯の活動性に関する検討

（４）新潟県中越沖地震をふまえた地震観測に関する検討※

※原子力耐震・構造研究拠点での研究活動において
得られたデータ等を活用
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知見の拡充へ向けた取り組み

検討項目①検討項目① 発電所敷地周辺の地形の形成過程に関する検討発電所敷地周辺の地形の形成過程に関する検討

■ 委員会設置箇所：

地震予知総合研究振興会

主査：

金折 裕司 先生（山口大学教授）

※２００９年１１月に第一回を開催

●● 敷地周辺の西山丘陵から柏崎平野にかけての地形及び佐渡海盆東縁部

の地形は形成過程が十分解明されていないとの指摘がある。

●●これらの地域の地形形成過程について，社外委員会を設置して

専門家のご意見を踏まえて，見解をまとめる。

十数万年前

現在

地形や地質
の生い立ちを
検討します。
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知見の拡充へ向けた取り組み

●● 中越沖地震では建屋に変動および若干の傾斜が確認されたが、これ
らの要因については十分に解明されていない。

●● 原子炉建屋にＧＰＳを設置し従来から実施している水準測量と組
み合わせた測量を実施する。

●● 建屋の変動に影響を及ぼす可能性のある｢地下水位｣｢潮位｣｢地盤
変位｣等のデータを取得し、それらとの相関を調査する。

検討項目②検討項目② 建屋の変動に関する検討建屋の変動に関する検討
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柏崎サイト柏崎サイト

長岡平野西縁断層帯長岡平野西縁断層帯

本研究での観測範囲案本研究での観測範囲案
（４０点程度）（４０点程度）

知見の拡充へ向けた取り組み

検討項目③検討項目③ 長岡平野西縁断層帯の活動性に関する検討長岡平野西縁断層帯の活動性に関する検討

長岡平野西縁断層帯周辺での地震観測のイメージ

●● 基準地震動策定の際に考慮している長岡平野西縁断層帯は未だ活動して
おらず、サイトの耐震安全性を考えていく上で極めて重要である。

●● 長岡平野西縁断層帯の周辺に地震計を
高密度で配置し、断層帯の地震活動性
の全容を解明する。
■■ 地震計設置数：４０点程度
■■ 実施時期：今年度から着手

●● 学術機関と協力し、観測データの評価
を行うため、社外委員会を設置する。
■■ 設置機関：

地震予知総合研究振興会
主査：

長谷川 昭 先生（東北大名誉教授）
※今年度内に第一回を開催予定
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知見の拡充へ向けた取り組み

検討項目④検討項目④ 新潟県中越沖地震をふまえた地震観測に関する検討新潟県中越沖地震をふまえた地震観測に関する検討

●● 中越沖地震では、深い位置の地盤構造による地震動の増幅や、従来の
解析手法では十分に模擬できない振動特性が原子炉建屋で確認された。

●● 地震動シミュレーション解析結果の検証を目的に、深部地盤および原子
炉建屋の地震観測を充実する 。

発電所構内の地中深くに地震計を設置する
・・・深さ約1,000～1,700mに２箇所

原子炉建屋内に地震計を密に設置する
・・・４号機に40箇所程度

 

地震基盤

地震計

地震計の耐熱性が 

確保できる限界の 

深さ（約1,700m） 

既設のボーリング調査孔を活用 

深さ約1000m

ボーリングを新設実施  

4-R1 

4-R2 

 既設の地震計

今回新たに設置する
地震計
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知見の拡充へ向けた取り組み

検討スケジュール

　　      ▼（8月）検討委員会設置

           ▼観測開始

           ▼検討委員会設置・高密度地震観測一部先行実施（10箇所程度）

     ▲高密度地震観測開始（合計40箇所程度）

            ▼深部地震観測観測開始（設置完了次第順次）

           ▲建屋内地震観測開始（設置完了次第順次）

発電所敷地周辺の地形の形
成過程に関する検討

建屋の変動に関する検討

長岡平野西縁断層帯の活動
性に関する検討

新潟県中越沖地震を踏まえ
た地震観測に関する検討

平成25年度検討項目 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

※平成25年度以降
も継続実施

※平成25年度以降
も継続実施

　検討開始　→　平成24年度を目途に見解をまとめます

計測方法の検討
計測装置の設置

設置場所の検討
地震計の作成・

設置

設置場所の検討、
ボーリングの実施
地震計の作成・設置
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（２）建屋の変動に関する検討

柏崎刈羽原子力発電所 建屋配置について（その１）
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（２）建屋の変動に関する検討

１１ ２２
３３ ４４

５５６６７７

サービスホールサービスホール

１号機観測小屋１号機観測小屋

５号機観測小屋５号機観測小屋

原子炉建屋原子炉建屋

柏崎刈羽原子力発電所 建屋配置について（その２）
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建屋レベルの測定方法と誤差
■建屋レベルの測定方法

【手順】

①構内基準点からベンチマークの標高を測定

②最寄のベンチマークから建屋レベルを測定

■誤差

２級水準測量相当にて実施

許容誤差(mm)＝5√S

S：測量距離(km) 

建屋レベル測量の概念

仮ﾍﾞﾝﾁ

ﾏｰｸ

建屋レベル
測定点

仮ﾍﾞﾝﾁ

ﾏｰｸ

構内
基準点

① ②

：ベンチマーク

①
②

タービン
建屋

構内
基準点

原子炉
建屋

Ａ区間

Ｂ区間①

区間
測量距離

（ｋｍ）

許容誤差

（mm）

測量時の誤差

（mm）

構内基準点～
1-4号機間

1.142 ±5.3 +0.0

1～4号機側 2.425 ± 7.7 -2.0

1～4号機～

5～7号機間
5.425 ± 11.6 +0.2

5～7号機側 1.357 ± 5.8 +0.7

＜参考＞2009.8測量時の基準点路線

（２）建屋の変動に関する検討

ベンチ
マーク

ベンチ
マーク
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地震前のレベルに対する原子炉建屋の変動量

（2006年5月の測量結果に対する2008年2月、8月及び2009年8月の測量結果の比較）

原子炉建屋レベルの変動量（地震前からの変動）
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■ 2008年2月から2009年8月にかけて、大きな変動は認められない

（２）建屋の変動に関する検討
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地震前のレベルに対するタービン建屋の変動量

タービン建屋レベルの変動量（地震前からの変動）

（2006年5月の測量結果に対する2008年2月、8月及び2009年8月の測量結果の比較）
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■ 2008年2月から2009年8月にかけて、大きな変動は認められない

（２）建屋の変動に関する検討
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4457
4458

4459大湊
4460荒浜

4462

(4461)

５～７号機
平均10cm

１～４号機
平均7ｃｍ

構内基準点
約3ｃｍ

-0.5
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変
動

量
(m

)

水準点位置図

荒浜

大湊

地震前後の一等水準点成果の鉛直変動量

■中越沖地震に伴い生じた原子炉建屋の変動量は一等水準点から
評価される地震前後の地盤鉛直変動量と調和的

敷地周辺における地盤の変動レベルとの比較

（２）建屋の変動に関する検討
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１号機
原子炉建屋

タービン建屋

２号機
原子炉建屋

タービン建屋

３号機
原子炉建屋

タービン建屋

４号機
原子炉建屋

タービン建屋

５号機
原子炉建屋

タービン建屋

６号機

原子炉建屋

タービン建屋

コントロール建屋

廃棄物処理建屋

７号機
原子炉建屋

タービン建屋

1/100000 1/10000 1/1000 1/100
小 大傾斜量

傾斜限界値の目安（日本建築学会）(1/2000)
▼

建屋傾斜変化について

②地震前

(2006.5)

③地震後１回目

(2008.2)

④地震後２回目

(2008.8)

中越沖地震

(2007.7)

▼

Ａ

Ｂ

⑤地震後３回目

(2009.8)

Ｃ

◆◆◆

（２）建屋の変動に関する検討

参考
「建築基礎構造設計指針 2001改定（日本建築学会）」

常時の荷重に対する沈下限界値の目安
0.5～1.0×10-3 rad （1/2000～1/1000)
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（２）建屋の変動に関する検討

・建屋レベル変動図は、地震前水準測量（平成18年5月に実施）に対する
地震後水準測量第３回（平成21年8月に実施）の差分

（１－４号機配置図）

61.2

62.865.0
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65.0

68.5

68.0
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68.2
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65.0 69.5
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81.0 88.2
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88.0

87.1
83.0

78.5

72.2

71.6

61.4

81.4

69.0
73.3

71.9

・単位：mm

・ は各建屋の傾斜（下がる方向）を示す

建屋レベル変動図（②地震前→⑤地震後３回目 、１－４号機側）
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建屋レベル変動図（②地震前→⑤地震後３回目） 、 ５－７号機側）

・単位：mm

（５－７号機配置図）

・建屋レベル変動図は、地震前水準測量（平成18年5月に実施）に対する
地震後水準測量第３回（平成21年8月に実施）の差分
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・ は各建屋の傾斜（下がる方向）を示す

（２）建屋の変動に関する検討
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（２）建屋の変動に関する検討

2009年8月に地震後３回目の建屋水準測量を実施し、以下の結
果となった。

�建屋レベルの変動について

z地震後の2008年2月･8月、2009年8月の測量結果は、大きな
変動は認められない

�建屋傾斜変化について

z地震前から地震後の2009年8月の測量の最大傾斜変化量は
1/4500であった

z地震後の2008年8月の測量から2009年8月の測量までの最
大傾斜変化量は1/16000であった
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今後の取り組みについて
建屋変動に関する追加調査

� ＧＰＳ測量他，追加調査を行い建屋の変動要因の解明に努める

従来

追加調査項目

・水準測量(2級相当)

・水準測量(2級相当)

・ＧＰＳ (建屋・地盤)

・傾斜計

・地下水位

・気象状況
・潮位（国土地理院）

建屋変動を確認

その他測定

各測定結果から建屋
の変動要因を解明

建屋レベル測定

建屋レベル測定

今後

＋
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（２）建屋の変動に関する検討

1号機
タービン建屋 4号機

原子炉建屋

4号機
タービン建屋

事務本館 

3号機
原子炉建屋2号機

タービン建屋

2号機
原子炉建屋

3号機
タービン建屋

1号機
原子炉複合建屋

２号機１号機

３号機 ４号機

：屋上GPS設置場所

：地表部GPS設置場所（杭あり）

：地表部GPS設置場所（杭なし）

：傾斜計設置場所

：水位計設置場所

：基準点（局）GPS設置場所（杭あり）

＜凡例＞

：屋上GPS設置場所

：地表部GPS設置場所（杭あり）

：地表部GPS設置場所（杭なし）

：傾斜計設置場所

：水位計設置場所

：基準点（局）GPS設置場所（杭あり）

＜凡例＞

荒浜側（１～４号機）測定機器配置（案）
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（２）建屋の変動に関する検討

5号機
原子炉建屋

5号機
タービン建屋

7号機
原子炉建屋

6号機
原子炉建屋

7号機
タービン建屋

100ｍ

6号機
タービン建屋

７号機 ６号機

５号機

大湊側（５～７号機）測定機器配置（案）

：屋上GPS設置場所

：地表部GPS設置場所（杭あり）

：地表部GPS設置場所（杭なし）

＜凡例＞

：傾斜計設置場所

：水位計設置場所
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（４）新潟県中越沖地震を踏まえた地震観測に関する検討

0 1000m500

5号機地震観測小屋

K1 K2

K3 K4
K5K6K7

サービスホール地盤系

○：既設地震計

●：新設地震計

◎：既設地震計＋新設地震計

1号機地震観測小屋

１号機地盤系

５号機地盤系

６号機地盤系

θ1

θ2

磁北

真北

プラントの南北軸

1θ
2θ =18°54′51″
=7°10′

◎

◎

◎

◎

◎

◎

柏崎刈羽原子力発電所 地震計配置
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T15
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G9 :1982.4～1987.1,設置深度 TMSL-128m

+5.0m

-2.7m

-40.0m

-122m
-128m

-250m G10

G9

G8

G7

3FL

1FL

B5FL

1FL

B2FL

+18.0m

-32.5m

:1987.2～ ,設置深度 TMSL-122m

(UD):1991.11, 〃
G5(EW):1988.12,観測中止

(NS):1992.2, 〃
G6(UD):1988.12, 〃
G17(EW):1991.8, 〃
G6(NS):1998.10, 〃
G6(EW):1998.10, 〃
G10(UD):2004.6, 〃

新設地震計

（新潟県中越地震を踏まえ増設）

UDNS

EW・・・加速度計

既設地震計

2FL +12.8m

+5.3m T14 GL

+36.0m

R/B

+31.6m

1-R2

1-T2

R11 R12

B1FL

B3FL

-2.7m

-16.1m

1-R1

-16.7m

+5.3m

T/B

+27.8

+23.8

-16.1m

T.M.S.L(m)

T.M.S.L(m)

（４）新潟県中越沖地震を踏まえた地震観測に関する検討

１号機周辺 地震計配置

G15-400m

G 8
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（４）新潟県中越沖地震を踏まえた地震観測に関する検討

E W

T52

T53

V55

V51

V52

S54

S55

R55

R56

R53

R52

R51

S52

S53

G56

G57

S56

S57

S58

S59

注）S54(UD):1986.11.観測中止

R/B

T/B

S51

T51(NS):2005.12.観測中止

G53

G54

G55

約180m

+47.2m

+33.0m4FL

1FL +12.3m

B4FL-17.5m

+10.6m

-1.6m

-24.0m
-25.0m-25.0m

-100m

-180m

-300m

-64.0m

2FL

B2FL

+22.1m

T.M.S.L(m)

G52

+9.3m
G51

新設地震計

（新潟県中越地震を踏まえ増設）

UDNS

EW・・・加速度計

既設地震計

3FL +27.8m

5-T2

GL

R/B
+51.0m

5-R1

R54 5-R2V53 V54

T51

T/B

+45.1m

-2.75m

５号機周辺 地震計配置
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（４）新潟県中越沖地震を踏まえた地震観測に関する検討

G62

G61

R66

ST61

ST62

R61 V61V62V63
R65

T62
T61

T63

G62(EW):2004.6,観測中止.

-14.0m

-100m

T.M.S.L(m)

+85.0m

+43.5m

4FL

+45.7m

+31.7m

1FL +12.3m

B3FL

2FL +20.4m

B2FL

E W

新設地震計

（新潟県中越地震を踏まえ増設）

UDNS

EW・・・加速度計

既設地震計

GL

R/B

+49.7m T/B

+44.3m

-5.1m
-8.2m

R69 R68

R63

R62

6-R1

R64 R676-R2

T.M.S.L(m)

６号機周辺 地震計配置
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（４）新潟県中越沖地震を踏まえた地震観測に関する検討

４号機周辺 地震計配置

 

原子炉建 タービン建屋 
+36.0m 

+12.8m 

+5.3m 

-32.5m 

2FL 

1FL 

B5FL 

T.M.S.L. 

E     W 

+28.3m 

+5.3m 

-16.3m
-18.7m

1FL 

B3FL 

T.M.S.L. 

G L 

4-R2

4-R1

4-T1 4-T2

4-T3

R/B
T/B

 

NSUD

EW

新設地震計 
(新潟県中越地震を踏まえ増設) 

加速度計・・・
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（４）新潟県中越沖地震を踏まえた地震観測に関する検討

-100m

-300m

-400m

-1,000m

-1,700m

-182m
1号地盤系1号地盤系

5号地盤系5号地盤系

サービスホール
地盤系

サービスホール
地盤系

6号地盤系6号地盤系

荒浜側大深度荒浜側大深度

大湊側大深度大湊側大深度

-122m

+5m

-180m

-100m

+9m-14m

-32m

+17m
+65m

-24m

-40m

※深度はいずれも標高（T.M.S.L.）、大深度については予定

柏崎刈羽原子力発電所 地盤系地震計配置

-333m
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（４）新潟県中越沖地震を踏まえた地震観測に関する検討

（GL-4～6km程度）

解放基盤表面

５号機
１号機

地表面

（GL-150～300m程度）

（GL-２km程度）

地震基盤面

増増 幅幅

震源

背背 景景

●●サイト周辺は堆積層が厚いため，

中越越沖地震において地震基盤

以浅で地震動が大きく増幅した

と考えられる

●●地下構造モデルを用いた解析的

検討により，地震基盤以浅にお

ける地震動の増幅特性を確認し

た

【中越沖地震時の地下深部における
地震動の増幅のイメージ】

①地下深部の地盤構造による地震動に対する影響の検討
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（４）新潟県中越沖地震を踏まえた地震観測に関する検討

地震基盤

地震計
地震計の耐熱性が
確保できる限界の
深さ（約1.7km）

地震計の耐熱性が
確保できる限界の
深さ（約1.7km）

既設のボーリング調査孔
を活用

深さ約1000m深さ約1000m

実施事項実施事項

▲▲ 地下深部の地震観測を実施

▲▲ サイト周辺は地震基盤の位置が
深いため，地震計の耐熱性が確
保できる限界の深さ(約1.7km)
における地震観測を計画する

地下深部の地盤構造による
地震動への影響の把握

地下深部の地盤構造による
地震動への影響の把握

【サイトにおける大深度地震観測】

①地下深部の地盤構造による地震動に対する影響の検討
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（４）新潟県中越沖地震を踏まえた地震観測に関する検討

設置位置設置位置

【サイトにおける大深度地震観測】

①地下深部の地盤構造による地震動に対する影響の検討

荒浜側 大深度地震観測点

深さ約1km

大湊側 大深度地震観測点

深さ約1.7km

荒浜側
既設鉛直アレイ

大湊側
既設鉛直アレイ
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（４）新潟県中越沖地震を踏まえた地震観測に関する検討

背背 景景

●●中越越沖地震時の原子炉建屋の

応答において、補助壁等これま
で考慮にいれていない要因の影
響があることを応答解析を通し
て確認

【４号機原子炉建屋における稠密地震観測】

▲▲ ４号機原子炉建屋内に地震計を
増設し、これまでよりも詳細に
建屋の地震時の挙動を観測

原子炉建屋の地震応答挙動を
より詳細に把握

原子炉建屋の地震応答挙動を
より詳細に把握

実施事項実施事項

②原子炉建屋の地震応答挙動の把握

 既設の地震計

今回新たに設置する
地震計

 

4-R1 

4-R2 
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原子力耐震・構造研究拠点への貢献について

【柏崎サイト及び周辺の地震情報発信のイメージ】

防災科学
技術研究所

国

地元行政サイト周辺地震観測システム
（K－NET等）

柏崎サイト

地震動
分析システム

地震動
分析システム

建屋変動
分析システム

建屋変動
分析システム

シミュレーション
システム

シミュレーション
システム

公
開
シ
ス
テ
ム

公
開
シ
ス
テ
ム

ＧＰＳ

地震計

原子炉建屋

地震計

●● 当社の貢献の基本的考え方
新潟県中越沖地震における柏崎刈羽原子力発電所の経験を踏まえ、地域の安全安心

のため、柏崎サイト及び周辺の「地震情報」や「地盤変動情報」を速やかに「発信」

する体制を構築する。合わせて地域に密着した安全研究を行なう。


